
第 77 回静岡県固定資産評価審議会 次第

〈日 時〉令和３年３月１日（月）13 時 30 分から

〈会 場〉Zoom を用いた Web 会議

静岡県庁東館６階選挙管理委員会室

１ 開 会

２ あいさつ

３ 議 事

固定資産税に係る土地の令和３年度提示平均価額について

(1) 宅地

(2) 田、畑、山林

４ 閉 会



（順不同、敬称略）

区　分 氏　　名 職業又は役職名 備　　　考

会長 中村　京 不動産鑑定士
固定資産評価に係る

学識経験者
(不動産鑑定評価精通者)

委員 天方　惠代 税 理 士
税務行政全般

(特に税制度面)
の学識経験者

委員 渡辺　美代子 宅地建物取引士
固定資産評価に係る

学識経験者
(不動産価格事情精通者)

委員 中尾　有希子 一級建築士
固定資産評価に係る

学識経験者
(家屋価格事情精通者)

委員 望月　鉄彦
静岡県森林組合連合会

代表理事常務

固定資産評価に係る
学識経験者

(山林価格事情精通者)

委員 山本　誓美 司法書士
税務行政全般

(特に法律・登記実務面)
の学識経験者

委員 曽我　健
静岡県農業協同組合中央会

総務部長

固定資産評価に係る
学識経験者

(農地価格事情精通者)

委員 深田　良宏 静岡税務署長
国の関係地方行政機関
(国税関係機関)の職員

委員 古関　美弘
静岡地方法務局首席登記官

（不動産登記担当）
国の関係地方行政機関
(法務関係機関)の職員

委員 五島　孝 静岡市財政局税務部長 関係行政機関(市)の職員

委員 村松　弘 森町副町長 関係行政機関(町)の職員

委員 土村　暁文
静岡県経営管理部理事

（地方分権・大都市制度担当）
関係行政機関(県)の職員

静岡県固定資産評価審議会委員名簿



第 77回静岡県固定資産評価審議会 座席表

土村 暁文

（県経営管理部理事）深田 良宏

（静岡税務署長）

【代理出席：加藤 達也】

山本 誓美

（司法書士）
事務局

出入口

○Webにて御出席

モニター

モニター

モニター

中村 京（不動産鑑定士）

天方 惠代（税理士）

中尾 有希子（一級建築士）

渡辺 美代子（宅地建物取引士）

曽我 健（静岡県農業協同組合中央会総務部長）

古関 美弘（法務局首席登記官）

五島 孝（静岡市財政局税務部長）

村松 弘（森町副町長）



固定資産評価審議会の関係法令

地方税法（抜粋）

（固定資産税に係る総務大臣の任務）

第３８８条 総務大臣は、固定資産の評価の基準並びに評価の実施の方法及び手続（以

下「固定資産評価基準」という。）を定め、これを告示しなければならない。この場

合において、固定資産評価基準には、その細目に関する事項について道府県知事が定

めなければならない旨を定めることができる。

２ 略

３ 略

（道府県固定資産評価審議会）

第４０１条の２ 道府県に道府県固定資産評価審議会を設置する。

２ 道府県固定資産評価審議会は、次項各号に掲げる事項その他固定資産の評価に関す

る事項で道府県知事がその意見を求めたものについて調査審議する。

３ 道府県知事は、次の各号に掲げる事項については、道府県固定資産評価審議会の意

見をきかなければならない。

(1) 道府県知事が定める第３８８条第１項の固定資産評価基準の細目に関すること。

(2) 第４１９条第１項＜固定資産の価格等の修正に関する道府県知事の勧告＞の勧告

４ 道府県固定資産評価審議会の委員は、国の関係地方行政機関の職員、当該道府県の

職員及び当該道府県の区域内の市町村の職員並びに固定資産の評価について学識経験

を有する者のうちから、道府県知事が任命する。

５ 前項に定めるもののほか、道府県固定資産評価審議会の組織及び運営に関し必要な

事項は、当該道府県の条例で定める。

（固定資産の価格等の修正に関する道府県知事の勧告）

第４１９条 道府県知事は、市町村における固定資産の価格の決定が第３８８条第１項

の固定資産評価基準によって行われていないと認める場合においては、当該市町村の

長に対し、固定資産課税台帳に登録された価格を修正して登録するように勧告するも

のとする。

２ 略

３ 略

４ 略

５ 略

６ 略

７ 略

８ 略



静岡県固定資産評価審議会条例

（趣旨）

第１条 この条例は、地方税法（昭和25年法律第226号）第401条の２第５項の規定に

基づき、静岡県固定資産評価審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し

必要な事項を定めるものとする。

（組織）

第１条の２ 審議会は、委員12人以内で組織する。

（会長）

第２条 審議会に会長を置き、委員の互選によって定める。

２ 会長は、会務を総理する。

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名した委員が、その職務を代理する。

（委員の任期）

第３条 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。

２ 委員は、再任することを妨げない。

（庶務）

第４条 審議会の庶務は、経営管理部において処理する。

（委任）

第５条 この条例に定めるもののほか、議事の手続その他審議会の運営に関し必要な事

項は、会長が審議会にはかって定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

附 則

この条例は、平成22年４月１日から施行する。

附 則

この条例は、平成26年４月１日から施行する。

附 則

この条例は、平成28年４月１日から施行する。

附 則

この条例は、平成29年４月１日から施行する。

附 則

この条例は、平成31年８月４日から施行する。

（昭和37年10月15日公布）



静岡県固定資産評価審議会運営規程

（趣旨）

第１条 この規定は、静岡県固定資産評価審議会条例（昭和37年静岡県条例第41号）

第５条の規定に基づき、静岡県固定資産評価審議会（以下「審議会」という。）の運

営に関し、必要な事項を定めるものとする。

（議長）

第２条 会長は、会議の議長となり、会議を主宰する。

２ 会長に事故あるときは、静岡県固定資産評価審議会条例第２条第３項の規定により

会長の職務を代理する委員が議長となる。

（招集）

第３条 審議会の会議は、会長が招集する。

２ 会長が審議会の会議を招集するときは、招集期日前にあらかじめ議案及び日時、場

所を委員に通知しなければならない。

（定足数）

第４条 審議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。

（会議の公開）

第５条 審議会の会議は、原則公開とする。ただし、個人情報を含むことが議事となる

場合については、非公開とすることができる。

（表決）

第６条 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。

（説明又は意見の聴取）

第７条 議長は、必要と認めるときは、審議会にはかって関係行政機関の職員その他適

当と認める者の出席をもとめ、その説明又は意見を徴することができる。

（議事録）

第８条 審議会は、議事録及び会議資料を備えて置かなければならない。

２ 議事録には、次の各号に掲げる事項を記載しなければならない。

(1) 開会及び閉会に関する事項

(2) 出席及び欠席した委員の職氏名

(3) 出席した県の職員の職氏名

(4) 会議に付した事項

(5) 議事の経過の要点

(6) その他議長において必要と認めた事項

３ 議事録には、議長、議長の指名した委員及び議事録の調製者が署名しなければなら

ない。

４ 議事録及び会議資料は、公開する。ただし、非公開とされた場合については、個人

情報に配慮した上、公開するものとする。

附 則

この規程は、昭和37年12月14日から施行する。

附 則

この規程は、平成14年２月21日から施行する。


